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独立行政法人国際観光振興機構 《日本政府観光局/JNTO》 の概要

海外における観光宣伝、外国人観光旅客に対する観光案内、

その他外国人観光旅客の来訪の促進に必要な業務を効率的に

行うことにより、国際観光の振興を図ることを目的とする。

●昭和３９年 ４月 特殊法人国際観光振興会設立

●平成１５年１０月 独立行政法人国際観光振興機構設立

※(独）国際観光振興機構法（平成14年法律第181号）施行

○平成２１年 １月 通称名を従前の｢ＪNTO｣から

｢日本政府観光局（またはJNTO）｣に改称

※(独）国際観光振興機構組織規程改正施行

○ 平成２７年～ 訪日プロモーション事業執行機関化

●役 員 ： ７人（理事長１、理事４、監事２）

●職 員 ： １１７人（国内７７人、海外４０人）

その他海外現地職員５２人 ※平成２８年４月1日現在

●国 内 ： ４部制

（経営管理部、インバウンド戦略部、海外プロモーション部、

コンベンション誘致部）

●海 外 ： １４事務所 ※平成28年度中に新たに7事務所(フィリピン、マレーシ

ア、ベトナム、インド、イタリア、スペイン、ロシア)を開設

予定

●運営費交付金 ： ８０．４億円（平成２８年度）

●外国人観光旅客の来訪促進のための宣伝

外国人観光旅客に対する観光案内所の運営 ●通訳案内士試験事務の代行

 国際観光に関する調査研究・出版物の刊行 ●国際会議等の誘致促進、開催の円滑化等

 その他附帯業務
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政府観光局（）の活動

〇市場分析・マーケティングに基づく自治体等への支援

マーケティング・コンサルティング事業

〇国際会議等の誘致・開催支援

MICE事業 受入対策

〇国内の受入体制の整備

ビジット・ジャパン事業

○海外メディア招請 ○海外旅行会社招請○旅行博出展・イベント開催 ○ツアー共同広告
○WEB、SNS等を通じ

訪日の魅力を発信

日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の活動
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日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の活動

政府観光局組織（ＮＴＯ）としてのステイタス・信用力を活かし、現地のメディア・旅行会社等海外旅行市場形成に関する
多数のキーパーソン、日本国内の自治体、民間事業者等国内インバウンド市場関係者との継続的・恒常的な協力関係を形成
し、MICEを含め、訪日旅行市場の基盤を構築
平成27年からは、ビジット・ジャパン事業の実施主体として活動
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沖縄へのMICE誘致に関する取組例1

平成29年3月開催 参加予定人数800人 (日本初開催)

【経緯概略】

平成26年9月：沖縄県より誘致活動の協力要請

平成26年9月：World Routes 2014 Chicagoでのロビー活動
(OCVB・JNTO)

平成26年10月：国際本部による沖縄・東京視察(JNTO来訪)

平成27年3月：Routes Asia 2015昆明でのロビー活動
(OCVB・JNTO)

平成27年3月：沖縄開催が決定

国際会議の誘致(成功例)

「ルーツ･アジア2017」
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ルーツ・アジア誘致への活動
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沖縄視察・知事表敬訪問 PRブース

・Routes Asia

・World Routes




